
四国森林管理局入札等監視委員会審議概要

（ホームページ掲載日：平成３０年１月１５日）

開催日及び場所 平成２９年１２月２０日（水曜日）四国森林管理局 １階会議室

委 員 斉藤 章 （公認会計士）

中内 功 （弁 護 士）

審議対象期間 平成２９年７月１日～平成２９年９月３０日

審議対象案件 ６６件 うち、１者応札案件 ２８件

契約の相手方が公益社団法人等の案件 ０件

抽 出 案 件 １３件（抽出率２０％）うち、１者応札案件 ４件

（抽出率１４％）

契約の相手方が公益社団法人等の案件 ０件

（抽出率 ０％）

一般競争 ３件 うち、１者応札案件 ０件

公募型指名競争 該当なし

指

工事 名 工事希望型競争 該当なし

競

争 その他の指名競争 該当なし

随意契約 該当なし

一般競争 ２件 うち、１者応札案件 １件

指 公 募 型 競 争 該当なし

名

競 簡易公募型競争 該当なし

抽 争

出 その他の指名競争 該当なし

案 業務

件 公募型プロポーザル 該当なし

内 随

訳 意 簡易公募型プロポーザル 該当なし

契

約 標準型プロポーザル 該当なし

そ の 他 の 随 意 契 約 該当なし

一般競争 ７件 うち、１者応札案件 ３件

物品・ 指名競争 該当なし

役務等

随意契約（企画競争・公募） 該当なし

随意契約（その他） １件

（特記事項）なし



意見・質問 回答等

・ 工事の競争参加資格で「建設業法に基づく ・ 工事に係る円滑な地元調整や災害・事故対応
本・支店、営業所の所在」について記載され の観点から、工事の発注所在箇所に営業拠点を
てあるが、この部分が四国内と高知県内にな 設けていることを要件としているためである。
っているものがあるのはなぜか。

委

員 ・ 造林事業と素材生産事業の競争参加資格で ・ 加算される。その際は、以前いた事業体での
「当該事業に配置を予定する技術者等にあっ 実績を契約書等の写しにより確認している。

ら ては、当該事業と同種の事業に少なくとも１
回以上従事した年が３年以上あること」とあ

の るが、例えば他の事業体から来た技術者等の
実績には、以前の事業体での実績も加算され

意 るのか。

見

・ ・ 四国森林管理局入札等監視委員会運営要領 ・ 事業者から工事の成績評定点や指名停止措置
の第２委員会の事務（４）に記載されている 等に関する苦情の申立てがあった際は、入札等

質 「苦情の処理を行うこと」とはどういうこと 監視委員会のなかで審議を行うということであ
か。 る。

問

そ
・ 造林事業の入札を総合評価落札方式で行う ・ 地拵え、植付、下刈りなどの作業種が３種類

れ 基準は何か。 以上混在する場合は、総合評価落札方式として
いる。

に

対
・ 前回の委員会で、四国森林管理局庁舎昇降 ・ 庁舎昇降機設備保守点検業務の予定価格は、

す 機設備保守点検業務、カラーデジタル複合機 建設物価をもとに積算を行っていたが、他局の
の賃貸借契約で予定価格に対し落札率が非常 事例等と比較し検討を行った結果、新たに建築

る に低いということで、他の積算方法がないか 保全業務積算要領をもとにした積算にしたいと
検討したいとのことだったが、検討結果はど 考えている。

回 うなったか。 カラーデジタル複合機の賃貸借契約について
は、近隣の官公庁から局と同機種の実際の契約

答 金額を聞き取り、その金額を参考に予定価格の
積算を行うことができないか考えている。

等

・ 前回の委員会で、入札結果分析表をより詳 ・ 入札結果分析表は様式として定められたもの
しく分析できるものにできないか検討したい であり新たな様式に改めることはないが、この
とのことだったが、検討結果はどうなった 分析表を活用してどのような分析ができるの
か。 か、各委員のご意見等を伺いながら対応してい

きたい。

委員会による意見の具申又は勧告の内容 特になし

［これらに対し部局長が講じた措置］


